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自己(所属組織)紹介

法政大学大学院連帯社会インスティテュート

市民社会セクターの

“連帯”を通して

分断社会日本の諸課題に

向き合う。

２年制の社会人大学院

伊丹は、協同組合プロ
グラムを担当
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最も裕福な1％があと0.5％だけ多くの税金を支払えば、
教育を受けられずにいるすべての子供2億6200万人に
教育を授け、330万人に医療を提供して命を救ってもま
だ余るだけの財源を確保できる。(Oxfam Report2019)



「シャカイテキレンタイケイザイ*」
って？

*Social and Solidarity Economy = SSE
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アメリカ合衆国のSEマップ

SSEは、南ヨーロッパと中南米で盛んであるが、
アメリカでも「SE/SSE」を合言葉に活動している団体が
画像のように全国的に広がってきている。

U.S. Solidarity Economy Network
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“社会的連帯経済”の意味するところ

ざっくりと言えば

社会的経済 連帯経済

非市場的な互酬関係にウェイト
半インフォーマルなコミュニティ経済
（経済のローカル化／自主化）

貨幣経済と市場にウェイト
協同組合経済
（安全安心の普遍化）
→市場に非営利の価値を織り込む

このすべてが社会的連帯経済

両者の「連帯」が社会的連帯経済の意味、協力して公正な経済社会を築く

決してここを指すものではない
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参考：ICA 協同組合原則

第1原則 自発的で開かれた組合員制

第2原則 組合員による民主的管理

第3原則 組合員の経済的参加

第4原則 自治と自立

第5原則 教育、訓練および広報

第6原則 協同組合間協同

第7原則 コミュニティへの関与
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連帯経済とは

1. 自己管理
2. 経済関係の民主化
3. 強制された競争ではなく協同を
4. 価値の多様性を称揚（人間は利益より尊い）
5. 地域の知恵（knowledge）を育み・継承する
6. 社会正義と解放
7. 環境保護

National Secretariat of Solidarity Economy, Brazil

社会的経済＝協同組合という歴史・伝統
的な理解に収まらない、近年のグローバ
リゼーション以降の状況下で急成長して
きた新しい社会運動を表現
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Source: RIPESS Global Vison 20159



SOCIAL ECONOMY

Source: RIPESS Global Vison 2015
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RIPESS*による定義から

*社会的連帯経済推進のための大陸間ネットワーク11



• 資本主義、そして国家による権威主義的な経済運営の
オルタナティブ （単に補完的/周辺的ではない）

• 普通の人びと（ordinary people）が積極的役割を果たす

• 経済・社会・文化・政治そして環境的にあらゆる領域に
またがる人間の生き方を構築する運動体

• “公・共・私”を含む社会経済システムのあり方を
転換させる （セクター横断のシステム変革）

• 貧困はもちろんあらゆる不平等の解決を求める

• 多様な価値に立脚したコミュニティ基盤型の福祉に
適った最善の実践を推進できるのがSSEである
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SSE seeks systemic transformation that goes 
beyond superficial change in which the root 
oppressive structures and fundamental issues 
remain intact.

表面的変化にとどまらない
システム全体におよぶ変革
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SDGsとの関係について
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15UNTFSSE ホームページ



UNTFSSE（国連SSEタスクフォース）による定義
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SSEは以下の組織や事業を含む

１）明確な経済的、社会的（しばしば環境的な）目的をもつ
２）多様な協同組合やアソシエーションのほか、労働者や生産者、
消費者などの間の連帯的関係にある

３）職場での民主主義の実践や自己管理



参考
UNTFSSE（国連SSEタスクフォース）による定義(2014)

「SSEは、明確な社会的⽬的およびしばしば環境的な⽬的を持つ幅広い組織や企
業によるモノやサービスの⽣産を指す。SSEを担う組織は、協同、連帯、倫理、
⺠主的な⾃⼰管理といった原則に基づく」

SSEの担い⼿には、協同組合や相互扶助組織のほか、⼥性の⾃助グループ、地域
の森林管理組織、社会準備⽀援団体や「近隣サービス」、フェアトレード組織、
インフォーマルセクターの労働者の団体、社会的企業、地域通貨や代替⾦融ス
キームなど、さまざまな種類の組織が含まれる。

【担い⼿に共通する特徴】
⾃発的で開かれたメンバーシップ／⺠主的運営／⾃治／起業家的精神／メンバー
や社会に資するサービスの提供と、持続可能な開発のための剰余⾦の再投資
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UN Secretary General’s Report on “Socially just transition towards sustainable development: the role 
of digital technologies on social development and well-being of all”(2020.11)

（経済効率と社会・環境的レジリエンスの新しいバランスを探究しようとし
ているオルタナティブな成長モデルであるSSEは）

意思決定プロセスや資源に対するより優れたコントロールを
通じて諸個人に力をあたえることで

経済のダイナミズム、社会的（権利）保護や環境保護、社会-
政治的なエンパワーメントを促進させる。



19

SDGs（アジェンダ2030）のスローガン、
「だれひとり取り残さない」

誰もが飢えに苦しまず、誰もが教育を得られ、いかなる
差別もない世界。 そういう世界を目指す

とともに

どのような社会を創るのか？未来に向けて私た
ち万人がその意思決定に参画できること。

当事者としての手ごたえ/実感をえられる▶SSE



誰がSSEの担い手か？

• 主要アクターはUNTFSSEの示すとおり協同組
合や地域のNPOなど市民社会。同時に経済
システム全般の変革においては行政や市場
セクターとの協力関係も不可欠である。
→周縁的担い手とのパートナーシップ

• パートナーシップの性格も、「緊密な連携」「戦
略的連携関係」「影響を及ぼすパートナー」…
というように関係性によって変化する
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Source: RIPESS Latin America and Caribbean21



SSEが立脚する価値（10+1）

• ヒューマニズム・・・人間中心の経済、ディーセント・ワーク
• 民主主義・・・経済社会の民主化、”私たち”が決める経済
• 連帯・・・世界的規模での連帯、多様な事業分野の連帯
• 包摂・・・イデオロギーやセクターを横断する包摂性
• 補完性・・・ローカルな決定への権限移譲
• 多様性・・・人びと/集団の差異を尊重する社会制度
• 創造性・・・社会変革のためのイノベーション
• 持続可能な開発・・・環境と調和した経済
• 万人の平等・公平・正義・・・富の偏在や独裁への抵抗
• 諸国家/万人の統合化・・・連帯を通じたもうひとつの

グローバル化
• 多元的で連帯を基盤とする経済 RIPESS Global Vison 2015

22▶周辺の相手にもこうした価値をビルトインするよう促す



ブエン・ビビール Buen Vivir

Buen Vivirに到達するために、国家の発展を計画し、貧困を撲滅し、持
続可能な発展ならびに資源および富の公平な分配を促進すること（エク
アドル憲法）

ボリビアは、主権、尊厳、補完性、連帯、調和、および社会的生産物の
分配・再分配の公平性の諸原理を尊重し、万人の平等に立脚する。こ
の諸原理の中心には、Vivir Bienの追求がある（ボリビア憲法）

• 先住民の知恵に基づく「発展のオルタナティブ」
（自然との調和＋人びとの分かち合い）

• 生活からの哲学としての「善き生」（多様性）

• 人間中心主義を“非人間的である”として否定

• コンヴィヴィアリティ（イヴァン・イリイチ）思想
（人間的な相互依存のうちに実現される個の自由）
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Emily KAWANO
(U.S. Solidarity Economy Network)24

SSEのエコシステム



運動としての社会的連帯経済
ーオルタ・グローバリゼーションの試みー

社会的連帯経済とは、社会的経済や連帯経済を
中心とした、公正で人間的な経済を求めるオルタ
ナティブな運動を総称する。

この運動は、生産や消費・再生産、交換や再分配、投資
といった経済過程において、SSEの担い手が中心的役割
を果たすことで、ローカル/ナショナル/グローバルな経済
社会システムが総体として変革されることを求める。

→多様な経済主体のつながりを通した社会変革
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“つながる”

26



“つながる経済”

日本におけるSSEの議論は、2018年頃に本格的
にはじまる。この間、さまざまな論者の口から
SSEを指して「つながる（経済）」というコンセプト
が共通して用いられている。

→日本におけるSSEのキーワード

「つながる経済」

「TSUNAGARU」
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これまでの協同組合運動

これからのSSE運動
に必要な要素
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連合ビジョンにみる「つながり」（Bridging）の効果
「働くことを軸とする安心社会－まもる・つなぐ・創り出す－」(2019.10)

社会全体のなかに労働を位置づけ直す試み 29



日本の社会的連帯経済

事例（報告書より）
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協同組合

おたがいさま 島根県。相互扶助の原点回帰ー社会的経済の連帯経済化

ワーカーズコープ みんなのおうち ３重の協同を反転させる新指針

やなマルシェ 地域ではじまる連携と包摂

連携

⽇本協同組合連携機構 ４７都道府県での県域連携組織の構築⽀援

徳島労福協 「福祉はひとつ」で地域につながる労働運動

つながる経済フォーラムちば 社会的連帯経済の視点を前⾯に出すプラットフォーム

包摂

恋する豚研究所＋銀⽊犀 B型就労と農福連携、＋αによる全国化。⽀援しない⽀援

雫穿⼤学と創造集団440Hz オルタナティブスクールから社会実践へ

ケアセンターほみ 外国⼈４割のコミュニティにおける共⽣経済

⾰新

⼤⾥綜合管理 社会活動４割の株式会社の奇跡

複業協同組合 働き⼿が中⼼に置かれる派遣事業（外国⼈研修⽣制度との差異）

ボーダレス・ジャパン 相互扶助の伝統に学ぶソーシャル・ビジネス
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視点１ 連携だけの運動（おたがいさま）

小さくはじめて
大きく育てる

生協の組合員活動からスピンアウト。
コーディネート機能のみの連帯経済
として発足

たくさんの連携が恒常化し、
センター組織へと改組

いつでも
だれでも
どんなことでも
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視点２ 地域とのつながりの中心化
（ワーカーズコープ）
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視点３ 日本版スクウォッティング
（やなマルシェ）

空き店舗の住民
利用からスタート
した地域づくり
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視点４ 多主体間連携（Platform）

NPO

社会福祉法人

社会的連帯経済
つながる経済フォーラム

労働組合

地元企業

行政

協同組合

社会的連帯経済を旗印に、千葉県域の多様な経済主体が連携
相互学習会・見学会の実施や共通課題の検討
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視点５市民社会を育てる

大阪府豊中市「市民公益活動推進条例」

▶市民自身が考え実践する市民自治の世界を
作る。「新しい公共」＝行政/市民/両者の協働n
の３つに事業を再整理。

大里綜合管理
▶労働時間に地域活動を盛り込み（4割）、社
屋自体も住民が気軽に出入りする交流スペー
スにしてしまう。（会社を地域のコモンズに）
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視点６ 小さな事業が世界を変える
（ボーダレス・ジャパン）
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視点７ ディーセント・ワーク
（協同労働が支える地域社会）

FEC自給圏
食・エネルギー・福祉のサービスを
地域で自給する循環型経済の構想

Work / Living / Money

自給圏から共生圏へ
財・サービスがどのように生産、
供給、利用されるのか。
プロセスに人間的生のあり方を
反映 (Buen Vivir)
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このあとのパネルでは、
事例集に収録した団体のうち
４団体からそれぞれ登壇して

いただきます。
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パネリストの団体紹介

野老真理子
大里綜合管理株式会社 代表取締役会長

青竹豊
日本協同組合連携機構(JCA)   常務理事

兼松文子
公益社団法人徳島県労働者福祉協議会 常務理事

常深孝仁
株式会社ボーダレス・ジャパン (バックアップスタジオ)
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